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＜要 約＞ 
筆者は、前号（嘉悦大学研究論集第 53巻第 1号 75頁）にて、外国の空港カウンターで行
われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法の決定に関する東京簡裁平成 22 年 1
月 18 日判決について紹介し、若干の検討を行った。それを受けて、本稿では、その控訴審
判決である東京地裁平成 22年 6月 22日判決を中心として、国際裁判管轄及び不法行為の準
拠法の決定について検討するものである。本稿の目的は、不法行為の直接の被害者ではない
第三者が、不法行為の加害行為地とは異なる場所である日本国内において損害が発生したと
主張して、わが国の裁判所に提起した民事訴訟における国際裁判管轄及び準拠法の決定の問
題に関する東京簡裁判決の控訴審判決を中心に、第 1審判決と本判決を比較・検討すること
を通じて、わが国における財産関係事件の国際裁判管轄の決定、隔地的不法行為における準
拠法の決定の問題、そして国際民事訴訟においてわが国の裁判所に国際裁判管轄を決定する
際の基準であり、判例法として確立された状態となっているいわゆる「特段の事情」論と準
拠法の決定の関係について検討することにある。 
 
＜キーワード＞ 
国際裁判管轄、特段の事情、準拠法、営業所、外国法人、法の適用に関する通則法、隔地的
不法行為、加害行為地、損害発生地、予見可能性 
 
 
1  問題の所在 
 本稿は、東京地方裁判所平成 22年 6月 22日判決（以下、「本判決」という。）を契機とし
て、国際裁判管轄及び隔地的不法行為における準拠法の決定の問題について検討するもので
ある。ある不法行為が問題となる事案において、その加害行為が行われた地（不法行為地）
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と損害が発生した地が同一であるとは限らず、異なる地となることがありうる。 
 例えば、国際取引の事例においては、いうまでもなくかかる取引が終了するまでの過程の
中で様々な国や人々が関与してくることになるが、その取引過程の中で、いついかなる地で
当該取引に関連して不法行為が行われ、当該不法行為に起因して、いかなる地で損害が発生
するかということについて、国際取引の当事者があらかじめ予測することは一般的に困難で
あるし、ましてや不法行為の加害者が自らが行った不法行為により生じる損害の範囲を予測
することはより困難であろう。 
 ここで、国際取引に関連して不法行為が行われた場合、国際裁判管轄の問題、準拠法の決
定の問題、外国判決の承認・執行の問題等、様々な国際民事訴訟法上の問題が生じることに
なる。本稿では、これらの問題のうち、不法行為における国際裁判管轄及び準拠法の決定の
問題について検討するものである。 
 わが国の裁判所が国際裁判管轄を有するか否かの判断基準については、様々な学説が対立
している状況にあったが、国際裁判管轄に関する昭和 56年 10 月 16日第二小法廷判決及び
平成 9年 11月 11日第三小法廷判決の 2つの最高裁判決により、わが国においては「特段の
事情」を基準として国際裁判管轄を決定するという判例法が確立したといわれている1)。すな
わち、わが国の判例法によれば、わが国の民事訴訟法が規定する裁判籍のいずれかが日本国
内に認められるときは、原則としてわが国の裁判所の国際裁判管轄を肯定し、当該事件をわ
が国の民事裁判権に服させるが、例外として、わが国の裁判所に国際裁判管轄を肯定するこ
とが、当事者間の公平、裁判の適正・迅速に反する「特段の事情」があると認められるとき
は、わが国の裁判所の国際裁判管轄を否定するという結論となる。 
本稿で検討する東京地裁平成 22年 6月 22日判決は、筆者が本誌前号において若干の検討
を試みた東京簡易裁判所平成 22 年 1 月 18 日判決の控訴審判決である。右東京地裁判決は、
第 1審判決と同様に筆者が調査した限りにおいて、主要な法律雑誌及びデータベース等に未
登載のようである2)。そのため、本稿においても必要な限りにおいて控訴審判決の判決文を引
用するようにするが、紙幅の関係上、本事案における事実関係、わが国における国際裁判管
轄に関する議論状況等、本誌前号に掲載した内容と重複する部分については、基本的に前号
に掲載した内容に譲るものとし、本号では控訴審判決の内容を中心に取り扱うことをあらか
じめお断りしておきたい。 
 
2  東京地裁平成 22年 6月 22日判決 
(1) 事実の概要 
埼玉県に本店を有する中古建設機械等の販売を行う会社である X（控訴人、株式会社 G・
T・R）が、外国企業である訴外 A 社との間で中古建設機械等を販売する目的で、A のエン
ジニアである訴外 Bを日本に招聘し、売買契約の締結交渉を行うために準備を整えていたと
ころ、 Bがバングラディッシュのダッカ国際空港において、外国の法令に準拠して設立され、
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航空運送業務を目的とする外国会社である Y（被控訴人、シンガポール・エアラインズ・リ
ミテッド）の航空券を購入し、搭乗カウンターにおいて搭乗手続きを行おうとしたところ、
当該搭乗手続きカウンターにおいて Yの従業員 Cが、Bの提示したビザが偽物である疑いが
あることを理由に B の搭乗を拒絶すると同時に、C が B に対して現地通貨で 50,000TAKA
を支払えば搭乗させる旨の発言をする等のトラブルが発生した結果、結局、Bは Yの航空機
に搭乗することができなかった。 
そこで、B から連絡を受けた X の代表取締役である訴外 D が、東京都千代田区にある Y
の日本支店を訪れ、同支店の従業員である Eに事情を説明し、Bを搭乗させるよう要求した
が、結局、Bはその後も Yの航空機に搭乗することができず、Xは Aと契約交渉を行うこと
ができなかった。そこで Xが、Bが航空機に搭乗できなかったことは Yの現地従業員である
Cの妨害行為に起因するものであることを主張し、Cによって行われた不法行為によって、
Xが支出した出張経費、Bの出迎え費用、Xと Aとの間で行われる予定であった商談の機会
を逸失したことによる精神的損害の慰謝料等及びその他経費等の損害が発生したとして、Y
に対してその損害の賠償を求めて訴えを提起した。 
第 1審である東京簡易裁判所における争点は、隔地的不法行為における準拠法の決定及び
国際裁判管轄の有無の 2点であった。第 1点目の争点について、東京簡裁は本事件が隔地的
不法行為の事案であると認定した上で、「航空運送契約の当事者である B 氏を搭乗拒否した
結果、同人に被害を与えるであろうことは予測できたとしても、同契約の当事者ではなく、
しかも日本に本店所在地のある原告に損害を与えることまでは通常予見できない」ことを理
由に、法の適用に関する通則法（以下「通則法」という。）17条但書きの規定により、「本件
は、加害者が結果発生地を予測しえないときは「加害行為地法」による（但書き）場合に該
当し、加害行為地法として指定すべき法であるバングラディッシュ法が準拠法となる」と判
示した。 
次に、第 2点目の争点である国際裁判管轄については、マレーシア航空事件最高裁判決及
びドイツ車預託金事件最高裁判決において示された基準に従って国際裁判管轄を決定すると
判示した上で、①不法行為地であるバングラディッシュ国内に多くの関係者が存在し、証拠
方法が同地に集中していること、②通則法第 17 条但書きの予見可能性をめぐって当事者が
見解を異にしている事情があり、現地における関係者の証言内容等が審理に及ぼす影響は大
きいと推察できること、③原告は海外に中古建設機械等を輸出する商談のため、海外を訪れ
るなどしていた業者であるところ、外国の裁判所に訴訟を提起させることが原告に想定し得
ない程度に過大な負担を課することになるといえないことの 3つを挙げた上で、東京簡裁は、
わが国の裁判所において本件訴訟に応訴することを被告に強いることは、当事者間の公平、
裁判の適正・迅速を期するという理念に反するものというべきであり、わが国の国際裁判管
轄を否定すべき特段の事情があると判示し、原告の請求を却下する判決を下した。これに対
して、原告が控訴した。 
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(2) 判旨 
控訴棄却（確定）。 
「どのような場合に我が国の国際裁判管轄を肯定すべきかについては、国際的に承認され
た一般的な準則が存在せず、国際的慣習法の成熟も十分ではないため、当事者間の公平や裁
判の適正・迅速の理念により条理に従って決定するのが相当である（最高裁昭和 55年（オ）
第 130号同 56年 10月 16日第二小法廷判決・民集 35巻７号 1224頁、最高裁平成 5年（オ）
第 764号同 8年 6月 24日第二小法廷判決・民集 50巻７号 1451頁参照）。そして、我が国
の民訴法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内にあるときは、原則として、我が国の裁判
所に提起された訴訟事件につき、我が国の裁判権に服させるのが相当であるが、我が国で裁
判を行うことが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情
があると認められる場合には、我が国の国際裁判管轄を否定すべきである（最高裁平成 5年
（オ）第 1660号同 9年 11月 11日第三小法廷判決・民集 51巻 10号 4055頁参照）。」 
「被控訴人は、シンガポール共和国法に基づいて設立された、同国に本店を有するいわゆ
る外国会社であり、日本国内においては、東京都千代田区有楽町に支店を有していることは、
上記前提となる事実のとおりである。この点、民訴法 4条 5項、同条 1項は、外国の社団・
財団については、日本における主たる事務所又は営業所等によって普通裁判籍を定める旨規
定しているところ、上記のとおり、東京都千代田区有楽町に被控訴人の支店が存することか
らすると、同条項に基づいて、被控訴人の支店の所在地である東京都千代田区に普通裁判籍
が認められる。よって、被控訴人は民訴法の規定する裁判籍を我が国内に有していると認め
られる。」 
「そこで、上記の我が国の国際裁判管轄を否定すべき特段の事情が存するか否かについて
検討する。」 
「上記前提となる事実のとおり、控訴人が主張する不法行為は、バングラデシュ人民共和
国にあるダッカ空港において、控訴人の取引交渉先であるマレーシア連邦の法人の従業員で
あるマレーシア連邦の国籍を有する Bが、被控訴人の運行する航空機への搭乗を拒否された
ため、日本国内に本店を置いている控訴人と同取引交渉先との取引が中断し、控訴人に当該
取引交渉に関して支出した費用相当額及び慰謝料等に損害が発生したというものであり、被
控訴人の加害行為は専らバングラデシュ共和国にあるダッカ空港内で行われていることは明
らかであり、加害行為地が外国であることはもちろん、加害行為を行った者及びその加害行
為の直接の対象となった者はすべて外国法人又は外国国籍を有する者である。」 
「控訴人は、上記加害行為によって、控訴人が本店を置く日本国内で損害が発生したとし
て、加害行為の結果が日本国内で発生した旨主張するが、控訴人が加害行為の結果（損害）
として主張する内容は……控訴人が過去にBの所属するマレーシア連邦の法人との取引交渉
のためにマレーシア連邦を訪問した際に支出した費用及び控訴人自身の慰謝料であって、こ
れらの損害が、上記加害行為の結果として発生したものと認めることには多大の疑問を差し
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挟まざるを得ないし、被控訴人にとっても、被控訴人による B に対する搭乗拒否によって、
B の渡航先である我が国の法人である控訴人に損害が発生することを通常予測することはで
きないものというべきである。」 
「この点、控訴人は、尐なくとも 1回目の搭乗拒否の後、被控訴人に対し、Bの来日目的
を説明したり、搭乗を許可するように抗議を申し入れていたのであるから、控訴人から損害
賠償請求されることを予測し得たと主張するが、これらの事実をもっても、搭乗客である B
に対する搭乗地における搭乗拒否行為によって、その渡航先に本店を置く法人である控訴人
について被控訴人が損害賠償責任を負うべき損害が発生することを予測することは困難とい
わざるを得ない（控訴人は、Bの航空運賃を実際に負担したのが控訴人であると主張するが、
航空運賃の実質的な負担者が控訴人であったとしても、上記のような損害発生についての予
測可能性に影響を与える事実とはいえない。）。」 
「以上のような、控訴人が主張する不法行為における加害行為及びその結果によれば、控
訴人の主張する不法行為と我が国との法的関連は極めて希薄といえ、被控訴人が、Bの搭乗
拒否行為を理由に、我が国の裁判所において不法行為に基づく損害賠償請求訴訟を提起され、
応訴すべき地位に立つことは、およそ、被控訴人の予測の範囲を超えるものというべきであ
る。」 
「また、本件の訴えにおける主な争点は、被控訴人による搭乗拒否行為の違法性の有無で
あると予測されるところ、被控訴人による搭乗拒否行為はバングラデシュ人民共和国にある
ダッカ空港において行われたものであるから、同国内に証拠方法が集中していると認められ
るし、上記アで説示したところによれば、本件の準拠法も、加害行為地であるバングラデシ
ュ人民共和国法と解される（法の適用に関する通則法 17 条ただし書）ところであり、我が
国で裁判を行うことが裁判の適正・迅速に適うものとはいえない。」 
「以上説示したところを総合すれば、被控訴人に我が国の裁判所において本件訴訟に応訴
することを強いることは、当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する
ものといわざるを得ず、本件については、我が国の国際裁判管轄を否定すべき特段の事情が
あるということができる。」 
「これに対し、控訴人は、バングラデシュ人民共和国で訴訟を提起すると控訴人に過度の
負担が生じ、適正・迅速な裁判が期待できないと主張する。」 
「しかし、上記前提となる事実のとおり、控訴人は、マレーシア連邦の法人との間で中古
機械の売却に関する取引交渉を行い、その従業員をダッカ空港発の航空便に搭乗させようと
していたのであって、控訴人が、その取引交渉に関して自らが損害を被ったと主張して、日
本国外でその損害賠償請求訴訟を提起する負担を負うことになったとしても、予測できない
過度な負担とはいえないし、バングラデシュ人民共和国において適正・迅速な裁判が期待で
きないとの主張は、的確な根拠を欠くものというべきである。」 
「したがって、控訴人の主張は、いずれも採用できない。」 
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 「そうすると、本件の訴えについて、我が国の国際裁判管轄は認められないことに帰し、
本件訴えは却下を免れない。」 
 
3  本判決の検討 
(1) 従来の国際裁判管轄に関する議論状況 
前述したとおり、わが国における財産関係事件に関する国際裁判管轄についてのリーディ
ングケースは、マレーシア航空事件（最高裁昭和 56年 10月 16日第二小法廷判決・民集 35
巻７号 1224 頁）である。本判決は、第１審判決と同様にマレーシア航空事件最高裁判決で
判示されたルールに従い、さらにドイツ車預託金事件最高裁判決（最高裁平成 9年 11月 11
日第三小法廷判決・民集 51巻 10号 4055頁）で判示された、各事案における個別具体的な
事情について、我が国の国際裁判管轄を否定するべき「特段の事情」の有無を検討し、わが
国の裁判所において裁判を行うことが当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理
念により条理によって決定するという、いわゆる「特段の事情」論に従い、結論としてわが
国の裁判所に国際裁判管轄を否定したものである。かかる判断方法は、従来の２つの最高裁
判決を踏襲した判断がなされていることは、これまでのわが国における国際裁判管轄をめぐ
る判例・裁判例と同様である。 
財産関係事件の国際裁判管轄に関するリーディングケースであるマレーシア航空事件最高
裁判決では、国際裁判管轄の有無についての判断に関して、「国際裁判管轄を直接規定する法
規もなく、また、よるべき条約も一般に承認された明確な国際法上の原則もいまだ確立して
いない現状のもとにおいては、当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念によ
り条理に従って決定するのが相当であり、わが民訴法の国内の土地管轄に関する規定……の
いずれかがわが国内にあるときは、これらに関する訴訟事件につき、被告をわが国の裁判権
に服させるのが右条理に適うものというべきである」という一般論が明示された。 
マレーシア航空事件最高裁判決以後、右事件で示された国際裁判管轄の有無の判断に関す
る一般論は、現在のわが国の裁判所において国際裁判管轄の有無を判断する際の準則となっ
ていることは、前述のとおりである。かかる準則は、財産関係事件をめぐる国際裁判管轄の
有無を判断する際の準則であるのみならず、ドイツ人と日本人の離婚訴訟である最高裁平成
8年 6月 24日判決（民集 50巻 7号 1451頁）において「どのような場合に我が国の管轄を
肯定すべきかについては、国際裁判管轄に関する法律の定めがなく、国際的慣習法の成熟も
十分とは言い難いため、当事者間の公平や裁判の適正・迅速の理念により条理に従って決定
するのが相当である」と判示されているように、身分関係事件における国際裁判管轄を判断
する際の準則でもある3)。 
しかし、その後マレーシア航空事件最高裁判決において判示された国際裁判管轄の有無の
判断に関する一般論について、下級審裁判例及び学説は制限をかける方向で議論するように
なっていった4)。いわゆる「特段の事情」論といわれるものである。「特段の事情」論とは、
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わが国の裁判所に日本法の定める管轄原因が認められる場合であってもそれぞれの事案にお
ける個別具体的な事情を総合的に判断した結果、わが国の裁判所の国際裁判管轄を肯定し、
審理を行うことが、前述のマレーシア航空事件最高裁判決で示された一般論に反する結果と
なるような特段の事情の有無についての審査を行い、かかる特段の事情が存在する場合、わ
が国の裁判所の国際裁判管轄を否定するというものである5)。 
その後、わが国の下級審及び学説で中心となっていった「特段の事情」論を最高裁が初め
て是認した事件が、本判決が引用するいわゆるドイツ車預託金事件最高裁判決である。ドイ
ツ車預託金事件最高裁判決の評価については、最高裁が「特段の事情」論を採用し、「特段の
事情」が一定程度類型化されたことについて批判はないものの、判決において示された「我
が国の民訴法の規定する裁判籍のいずれかが我が国内に」存在するか否かという部分につい
て具体的な判断をすることなく、特段の事情のみを考慮してわが国の国際裁判管轄を否定し
たことについては、「理論的な整合性に欠ける」と批判する見解がある6) 
 
(2) 国際裁判管轄の観点から見た本判決の検討 
それでは、本判決はどのような評価をするべきなのであろうか。まず、本件事案について、
第 1審判決と本判決との間で判決理由に何か違いがあるのか、その異同について比較してみ
ることにしよう。 
第 1審判決では、訴え却下に至った主たる論拠として、次の内容を挙げていた。すなわち、
①本件において損害賠償請求の根拠となっている不法行為の加害行為が、バングラディッシ
ュ・ダッカ国際空港内で発生していたこと、②本件の関係者の多くがバングラディッシュ国
内に存在していたことから、関係者に対する証人尋問等を含め、本件の判断に必要不可欠で
ある証拠方法が同国内に集中していたこと、③X は中古建設機械等の販売のために海外を訪
れるなどしていた業者であったことから、バングラディッシュ国内で訴訟を提起することに
ついて過大な負担を課することにならないこと、④準拠法はバングラディッシュ法であるこ
との 4点である。 
一方、本判決では、①Xが主張する本件加害行為によってわが国内で生じた損害は、Xが過
去にBの所属するマレーシア連邦の法人との取引交渉のためにマレーシア連邦を訪問した際
に支出した費用及びX自身の慰謝料であるが、これらの損害が、上記加害行為の結果として
発生したと認めることは疑問であること、②YによるBに対する搭乗拒否行為によって、Bの
渡航先であるわが国の法人であるXに損害が発生することを、尐なくとも1回目の搭乗拒否の
後、XがYに対し、Bの来日目的を説明したり、搭乗を許可するように抗議を申し入れていた
という事情があったとしても、Yが通常予測することはできず、また不法行為の被害者であ
るBの航空運賃の実質的な負担者がXであったとしても、上記のような損害発生についての予
測可能性に影響を与える事実とはいえず、本件不法行為とわが国との法的関連は極めて希薄
であって、わが国の裁判所において不法行為に基づく損害賠償請求訴訟を提起され、応訴す
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べき地位に立つことは、およそ、Yの予測の範囲を超えるものであること、③本件訴えの主
たる争点は、搭乗拒否行為の違法性の有無であると予測されるところ、かかる搭乗拒否行為
は、バングラディッシュ・ダッカ国際空港において行われたものであり、同国内に証拠方法
が集中していると認められること、④本件の準拠法は、通則法に従えば、加害行為地である
バングラディッシュ法と解されること、⑤Xは、マレーシア連邦の法人との間で中古機械の
売却に関する取引交渉を行い、その従業員をダッカ国際空港発の航空便に搭乗させようとし
ていたという事情から、日本国外でその損害賠償請求訴訟を提起する負担を負うことになっ
たとしても、予測できない過度な負担とはいえず、バングラディッシュ人民共和国において
適正・迅速な裁判が期待できないとの主張についても的確な根拠を欠くことの5点を判決の
論拠としている。 
尐なくとも、第 1審及び第 2審の両判決を読む限り、①バングラディッシュ国内で行われ
た不法行為によってわが国内に損害が発生することについて、当事者の予見可能性を超える
こと、②証拠の所在地がバングラディッシュ国内に集中していること、③本事案についての
準拠法がバングラディッシュ法であること、④X が海外において活動する業者であることか
ら、わが国の国際裁判管轄を否定しても、X にとってとくに不利となるような事情がないこ
との 4点が判決の基礎となっている（第 2審における主張・立証の方が、第 1審判決を踏まえ
ていることもあってより詳細に主張等がなされているという事情はある）が、かかる判断の
基礎となる事実関係等について、第 1審及び第 2審を通じてとくに変更等はないようである。 
本事案においてわが国の裁判所に国際裁判管轄が認められるか否かを判断する前提として、
尐なくとも Yがわが国内に支店を有していることから、わが国の民事訴訟法が定める裁判籍
があることに争いはなく、この限りにおいてはわが国の裁判所に管轄が認められることにな
る。そうすると、本事案においても、国際裁判管轄に関するマレーシア航空事件最高裁判決
及びドイツ車預託金事件最高裁判決の 2つの最高裁判決に従った判断、すなわち「特段の事
情」の有無について審査がなされることになる。 
本事案において「特段の事情」として考慮されるべきものは、前述の第1審判決と第2審判
決で共通する4つである。両判決においては、ドイツ車預託金事件最高裁判決のときと同様
に、わが国の民訴法が規定する裁判籍について、具体的な判断を示すことなく、「特段の事情」
有りと判断してわが国の国際裁判管轄を否定している。これは、ドイツ車預託金事件最高裁
判決について「理論的な整合性に欠ける」と批判する学説が指摘する、民訴法上の裁判籍が
わが国内に存在するか否かについて具体的な判断をすることなく、特段の事情の有無のみを
根拠に国際裁判管轄の有無を決している方法と同様である7)。かかる判断方法がとられた理
由は、背後には、「特段の事情」論自体が、訴訟を提起される被告の保護を念頭に置いたルー
ルであるためではないかと思われるが、そもそも国際裁判管轄の有無を決する「特段の事情」
の有無の審査は、被告の保護のためだけになされるものではなく、原告・被告に加えて国家
的な利益の観点からも検討されるべきものである8)。 
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ところで、「特段の事情」を審査する際の前提として、わが国の裁判所にわが国の民事訴訟
法が規定するいずれかの裁判籍が存在することが前提となっているが、本事案の場合、それ
はYの支店が存在することである。マレーシア航空事件最高裁判決では、被告が外国法人等
である場合は、その法人が進んでわが国の裁判権に服する場合のほか、わが国の裁判権が及
ばないというのが原則であるとする一方で、例外的に当該外国法人がわが国と何らかの法的
関連性を有する事件については、わが国の裁判権に服させる場合があり、その例外的扱いの
範囲を当事者間の公平、裁判の適正・迅速を期する理念により条理により決すると判示した
上で、その条理の内容として、わが国内に事務所及び営業所等が存在するときは、民事訴訟
事件一般についての国際裁判管轄を肯定するという理論構成を取ったものである9)。これに
対して、学説の多くは、わが国の裁判所に国際裁判管轄を認めるためには、ただ外国法人の
支店等があるというだけでは足りず、業務に関連した訴えに限定するべきであるという、い
わゆる業務関連性の要件を主張している10)。 
この点について、第176回国会に提出され、継続案件となっている民事訴訟法及び民事保
全法の一部を改正する法律案第3条の9は、国際裁判管轄に関する「特段の事情」論を明文化
するものである。今後、同法案が成立するか否かについては、依然として不透明な状況であ
るが、野村教授は、法案が国会において可決・成立した場合、現在の判例法である「特段の
事情」論の範囲を超えて拡張するものとなる危険性があることを指摘する11)。 
本判決では、「特段の事情」の要素として、Xが海外において活動する業者であることから、
わが国の国際裁判管轄を否定しても、X にとってとくに不利となるような事情がないことが
挙げられている。かかる理由だけを取り上げてみれば、Y は航空運送を業とする大企業であ
り、わが国に支店を有しているのであるから、たとえわが国で応訴することになったとして
も、資力等の観点から考えてさほど問題がない事案であると思われる。従って、本事案にお
いて、X が海外等で活動する業者であるという要素は、それだけでは本判決において国際裁
判管轄を否定する積極的な理由にはならないと思われる。 
以上のように考えるのであれば、本判決がわが国の国際裁判管轄を否定するのにもっとも
重要視した「特段の事情」の要素は、証拠の所在地及び証拠調べの便宜ではないかと思われ
る12)。確かに、かかる要素は、マレーシア航空事件最高裁判決が示した一般論である当事者
間の公平、裁判の適正・迅速を期する理念により条理に従って国際裁判管轄の有無を決定す
るというルールからいえば、わが国の国際裁判管轄を否定するという結論に達することにな
る可能性が高いと思われる。したがって、本事案の第1審及び第2審がかかる要素を含めて総
合的に判断した結果、わが国の国際裁判管轄を否定した結論自体は賛成できるが、その理論
構成については、後述するようにやや疑問が残る。 
 
(3) 国際裁判管轄と準拠法の決定との関連性 
本事案においては、適用されるべき準拠法がバングラディッシュ法であることを特段の事
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情の有無を判断する際の要素の一つとして検討し、結果としてわが国の国際裁判管轄を否定
すると結論づけているように読める。しかしながら、本来、国際裁判管轄の有無と準拠法の
決定の問題とは別個の問題であり、準拠法がバングラディッシュ法であるということは、わ
が国の国際裁判管轄の有無を決することとは本来何の関係もないものであるし、そもそも、
準拠法が外国法であることがわが国の裁判所の国際裁判管轄を否定する「特段の事情」とし
て考慮されることがあってはならないはずである 13)。 
 結論としては、国際裁判管轄のルールの原則が被告の保護にあることから考慮して、Xの
控訴を棄却した本判決の結論は妥当であると思われるが、本判決の結論は別として、準拠法
がバングラディッシュ法であることを「特段の事情」の1つとして検討する本判決の方法は、
批判されるべきである14)。 
 
(4) 旧法下における不法行為の準拠法に関する学説 
 不法行為の準拠法に関して、法例第 11条 1項は、不法行為を含む法定債権一般の準拠法
について原因事実の発生した地の法を準拠法とする、いわゆる不法行為地法主義をとる旨を
明らかにしていた15)。この法例第 11条 1項の規定する「原因タル事実ノ発生シタル地」の解
釈をめぐって、学説は、行動地説、結果発生地説、折衷説・類型化説、最密接関係地説の4
つに分かれていた16)。これに対して、不法行為の準拠法の決定に関する最初の最高裁判決で
あるカードリーダー事件（最高裁平成14年 9月 26日判決・民集56巻 7号 1551頁、判時
1802号 19頁、判タ 1107号 80頁）は、結果発生地説を採ったものと解されている17)が、
右最高裁判決が下されるまでの法例第 11条 1項に関する裁判例において統一的な見解は見
られず、また、右最高裁判決以後に下された裁判例についても、「『結果発生地説』を採らず、
最密接関係地が日本であることを直視して準拠法判断をしているようである」との指摘があ
る18)。 
 この法例第 11 条 1 項について学説は、時代に合わない規定であり早期に改正する必要が
あるとする点でほぼ異論がない状況であった19)。 
 
(5) 通則法の下における不法行為の準拠法の決定 
 前述のとおり、法例第 11 条 1 項の下で不法行為の準拠法の決定に関するわが国の学説・
判例は、激しく対立している状況にあった。とくに問題とされたのが、いわゆる隔地的不法
行為における準拠法の決定の問題である。かかる不法行為の準拠法に関しては、2006 年 6
月 15 日に衆議院本会議において可決・成立した通則法において、原則的に加害行為の結果
発生地法によるとしつつ、その地における結果の発生が通常予見できないものである場合、
加害行為地法によるとすることで、立法的解決が図られたのである。 
本事案では、不法行為の加害行為地と損害の発生した地（結果発生地）とが異なる、いわ
ゆる隔地的不法行為における準拠法が争点となっている。かかる隔地的不法行為については、
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前述のとおり、通則法第 17 条は、原則を結果発生地法とし、結果発生が通常予見すること
ができない場合には、加害行為地法とすると規定し、不法行為に関する準拠法ルールを明確
化している 20)。 
 通則法第 17 条の原則的な連結点は「加害行為の結果が発生した地」であるが、この結果
発生地については、「加害行為によって直接の法益侵害の結果が現実に発生した地」と解され
ている。 
本事案においては、加害者である Yの予見可能性の有無が準拠法の決定において重要な点
となる。かかる Y の予見可能性とは、具体的には、「加害者がその地における結果の発生を
具体的に予見し得たか否かという加害者の主観的事情を問題とするのではなく、客観的な規
範の問題として、加害者および加害行為の性質・態様、被害発生の状況等、当該不法行為に
関する事情に照らして、その地における結果の発生が通常予見可能なものであったか否か」
というものであり、予見可能性の有無の判断は、かかる基準で検討されるものである。 
 本事案では、Bがバングラディッシュ・ダッカ国際空港において Yの航空機への搭乗が拒
否され、再度搭乗を試みる間にわが国の支店において事情説明や搭乗許可をめぐって交渉が
行われているという事情をどのように評価するかによって結論が異なると思われる。たしか
に、Yがわが国の支店を通じてBの渡航目的や状況を知り得る立場や機会があったとしても、
Bが契約の最終的な締結のために渡航するという状況ではなく、実際に Bがわが国に渡航で
きたとしても商談が成立したとは限らないのであるから、その点では Yにとって、搭乗拒否
した B本人ではなく、わが国の法人に損害が発生することを予見することは困難な事例であ
ったのではないかと思われる。 
 また、Xは、Bの渡航の航空代金を実質的に支払ったことを主張しているが、ここで Xが
航空代金を支払ったのであれば、航空代金そのものについては直接損害として認められる余
地があるかもしれないが、X の主張は、航空代金のみならず交渉が破断したことによる慰謝
料や Bを招聘するために費やした渡航代金にまで及ぶものであるから、Yにとってその損害
として請求された範囲の大部分は予見不可能であり、通則法第 17 条但書きの加害行為地と
判断した判旨は妥当であると解するべきであろう。 
 
(6) 改正民訴法案第 3条の 9との関係 
仮に改正民訴法案が成立した場合、本件はどのように処理されるべきかについて若干の検
討を行う。改正民訴法案第 3 条の 9 は、「特別の事情による訴えの却下」としていわゆる特
段の事情による国際裁判管轄の決定について「裁判所は、訴えについて日本の裁判所が管轄
権を有することとなる場合（日本の裁判所にのみ訴えを提起することができる旨の合意に基
づき訴えが提起された場合を除く。）においても、事案の性質、応訴による被告の負担の程度、
証拠の所在地その他の事情を考慮して、日本の裁判所が審理及び裁判をすることが当事者間
の衡平を害し、又は適正かつ迅速な審理の実現を妨げることとなる特別の事情があると認め
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るときは、その訴えの全部又は一部を却下することができる。」と規定する。 
ここで本件は、尐なくとも Y の支店がわが国内にあるため、「日本の裁判所が管轄権を有
することとなる場合」に該当する。そうなると「特別の事情」に該当するか否かの判断をす
ることになるが、本件で「特別の事情」としてとくに考慮されるべきものは、①応訴による
被告の負担の程度、②証拠の所在地、③当事者間の衡平、適正かつ迅速な審理の実現を妨げ
る事情があるかの 3点であろう。①については、Yは支店をわが国内に有しているため、そ
れほど応訴すること自体の負担があるとは思われない。②については、バングラディッシュ
国内に証拠が集中しているため、一般的には特別の事情があると判断されると思われる。③
については、②との関係で、わが国の裁判所において証拠調べを実施することを考慮すると、
迅速な審理の実現を妨げる可能性はあろう。このように考えると、新法が成立した場合、本
件は特別の事情があるとして訴えが却下される可能性が高いと思われる。 
 
4 結論 
 本判決では、バングラディッシュ法が準拠法であることが「特段の事情」の要素とされ、
「我が国で裁判を行うことが裁判の適正・迅速に適うものとはいえない」との理論構成がと
られているが、準拠法が外国法である場合とわが国の裁判所の国際裁判管轄が否定された事
例との関係について指摘されているとおりの内容であり、かかる理論構成は賛成することが
できない21)。準拠法が外国法であることがわが国の裁判所の国際裁判管轄を否定する理由と
はならないし、そもそも特段の事情として考慮すべきものではないからである22)。 
他方で、我が国の国際裁判管轄を否定した本判決の結論自体は、マレーシア航空事件最高
裁判決で示された一般論からいえば妥当な結論であると思われるが、ドイツ車預託金事件最
高裁判決で指摘された、わが国の民訴法の裁判籍がいかなる要件のもとで成立するかについ
て明確に判示することなく、「特段の事情」の有無に依拠して結論を出した本判決の方法につ
いては、結論は別として妥当ではないと思われる。 
以上の通り、本判決が、わが国の国際裁判管轄を否定した結論自体については、様々な特
段の事情の総合的な判断から導かれたものであり、それ自体を批判するものではないが、そ
の理論構成については、批判されるべきいくつかの問題点があると結論づけるべきであろう。 
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2）本判決の原審である東京簡裁平成 22 年 1 月 22 日判決について検討した石川光晴「外国の空港の
搭乗カウンターで行われた不法行為における国際裁判管轄及びその準拠法～東京簡易裁判所平成
22年 1月 18日判決～」嘉悦大学研究論集第 53巻第 1号 75頁のときと同様に、筆者が「LEX／
DB」及び「判例体系」を用いて調査した限りにおいては、本件は掲載されていない。また、主要
な法律雑誌についても同様に掲載されていない。本判決の原審である東京簡裁判決及び国際裁判管
轄に関する議論や参考文献については、紙幅の関係上、石川・前掲 75頁以下を参照されたい。ま
た、不法行為の国際裁判管轄や準拠法に関する抵触規則が近時の不法行為にどこまで対応している
のかについて検討する論文として横溝大「国境を越える不法行為への対応」ジュリ 1232号 126頁
がある。 
3）安達栄司「国際裁判管轄と特段の事情の考慮」NBL662 号 68 頁。廣江・前掲 61 頁は、本最高裁
判決は、「原則として、被告住所地主義によりつつ、例外として、離婚請求と日本社会との関連性
がある場合には、『当事者間の公平や裁判の適正・迅速の理念により条理に従って決定する』と説
示している」と説明される。 
4）わが国の下級審が国際裁判管轄を制限する契機となったといわれる裁判例が遠東航空事件（東京地
裁昭和 61年 6月 20日中間判決判時 1196号 87頁、判タ 604号 138頁）である。遠東航空事件の
概要については、石川・前掲 80頁以下を参照。 
5）安達・前掲NBL68頁以下は、「もっとも大部分の裁判例は、特段の事情に言及していたとしても、
民訴法の土地管轄規定に基づいて国際裁判管轄が類推される（またはされない）という結論に対し
て例外的な処理を導くものではない」とされる。また安達栄司「国際裁判管轄と特段の事情の考慮」
法研論集（早稲田大学）70号（1994）31頁（後に同論文は安達栄司『国際民事訴訟法の展開－国
際裁判管轄と外国判決承認の法理－』（成文堂、2000）104頁以下に所収）を参照。 
6）ドイツ車預託金事件最高裁判決を批判するものとして、野村美明・リマークス 1999 年（上）162
頁、海老沢美広・ジュリ 1135号 288頁以下、安達・前掲NBL70頁以下。これに対し、結論とし
て判旨に賛成するものとして、竹下守夫＝村上正子・判タ 979号 22頁以下、山本和彦・民商 119
巻 2 号 267 頁がある。その他、ドイツ車預託金事件を含めたわが国の国際裁判管轄に関する学説
の議論状況及び参考文献については、石川・前掲注 2）78頁以下を参照。 
7）野村美明・リマークス 1999 年（上）162 頁、安達・前掲 NBL70 頁以下。例えば、安達・前掲
NBL70頁は、ドイツ車預託金事件最高裁判決について「民訴法 5条 1号の義務履行地の裁判籍が
いかなる要件のもとで国際裁判管轄の根拠になりうるのかについて積極的に判示することなく、
『特段の事情』の考慮、すなわち条理だけに依拠して結論を出したようにみえる」判決の方法を批
判する。 
8）安達・前掲NBL71頁は、ドイツ車預託金事件最高裁判決の評釈の中で、「たとえ裁判管轄のルー
ルの原則が被告保護にあるとしても、他方で、原告の利益あるいは国家的な利益をも考慮してその
原則は修正されうるものであるから、被告側にとって不利な事情だけを列挙して国際裁判管轄を否
定する事情とみなすことは、訴え却下という結論は別として、妥当ではない」と指摘される。 
9）野村美明「管轄システムから見た外国法人等の国際裁判管轄」阪大法学 60 巻 1 号（2010）44 頁
以下。 
10）野村・前掲注 9）42頁。野村教授は、「外国法人等の事務所が日本にあれば、事件の種類や内容を
問わないで一般的に日本に国際裁判管轄を認める見解を裁判管轄『事務所一般管轄説』といい、
日本における事務所の所在を一般的な管轄の根拠とすることを否定し事務所の業務と関連のある
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事情は、外国に居住するものを相手どって提起される国際的な事件の場合に、ほとんど常に存在
しうるものである」ことを指摘する。本件の被控訴人は外国法人であり、かつわが国に支店が存
在するという点では、ドイツ車預託金事件と事情が異なるが、国際民事訴訟において外国に証拠
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の制度が、正義・公平の観念から被害者の損害の填補を図ろうとするものであり、不法行為に関
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関係と最も密接な現実的牽連を有する社会の法を選択すべきとする最密接関係地説の 4つがある。
わが国における不法行為の準拠法の決定に関する学説については、矢澤曻治「不法行為の準拠法
決定に関する我が国の学説史（一）――苦悩の末に提唱された解釈論の意味するもの――」専修
法学論集 84巻（2002-03）61頁以下、森田博志「法適用通則法一七条（不法行為の一般則）にお
ける『結果』の解釈」千葉大学法学論集第 24 巻 3・4 号（2010）118 頁、森田「不法行為の準拠
法の決定における『原因事実発生地』の解釈」千葉大学法学論集 17 巻 3 号（2002）88 頁以下、
中野・前掲『基本法コンメンタール国際私法』68頁、溜池・前掲 394頁以下、山田鐐一『国際私
法（第 3版）』（有斐閣、2004）366頁、櫻田嘉章『国際私法〔第 5版〕』（有斐閣、2006）231頁、
神前禎＝早川吉尚＝元泉和彦『国際私法（第２版）』（有斐閣、2006）125 頁、松岡博『現代国際
私法講義』（法律文化社、2008）124頁を参照。 
17）溜池・前掲 396 頁。本最高裁判決の解説として、高部眞規子・ジュリ 1239 号 130 頁、同高部・
法曹時報 56巻 9号 2246頁を参照。高部調査官は、本判決は結果発生地説をとったものであると
評価する。 
18）森田・前掲「『原因事実発生地』の解釈」118頁は、法例第 11条 1項に関する裁判例について、理
論的な観点からは行動地説、結果発生地説、二分説の間で割れており、それらの裁判例が導いた
結論を統一的に説明できるのは、最密接関係地説のみであると分析する。また、山田・前掲 370
頁注（12）は、不法行為地の決定の問題を論じた比較的最近の裁判例を見る限り、「裁判所は、行
動地か結果発生地かというよりも、むしろ個々の事案に応じて柔軟に不法行為地を決定している
ように思われる」と評価する。法例第 11 条 1 項に関する判例・裁判例の詳細な分析については、
森田・前掲「『原因事実発生地』の解釈」121頁以下を参照されたい。 
19）佐野寛「法例における不法行為の準拠法――現状と課題」ジュリ 1143号 51頁。 
20）通則法 17 条については、小出邦夫編『一問一答新しい国際私法 法の適用に関する通則法の解説』 
（商事法務、2006）98 頁以下、同編『逐条解説 法の適用に関する通則法』（商事法務、2009）
192頁以下、神前禎『解説 法の適用に関する通則法 新しい国際私法』（弘文堂、2006）115頁、
石川・前掲 83頁を参照。通則法の下での不法行為の準拠法について論じた文献として奥田安弘「法
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の適用に関する通則法の不法行為準拠法に関する規定」国際私法年報 8号（2006）40頁、西谷祐
子「新国際私法における不法行為の準拠法ルールについて」NBL813号 35頁、通則法 17条、18
条及び 19条を中心に論じた文献として植松真生「新国際私法における不法行為」国際私法年報 8
号（2006）65 頁、通則法 22 条を中心に不法行為の準拠法について論じる文献として高杉直「法
適用通則法における不法行為の準拠法――22条の制限的な解釈試論」ジュリ 1325号 55頁を参照。
また、旧法における隔地的不法行為に関する議論については、溜池・前掲 394 頁以下、山田・前
掲 366頁を参照。 
21）河野他・前掲 74頁以下。 
22）河野他・前掲 74頁以下は、仮説とした上で「この観察事実に対しては複数の解釈があり得る。ま
ず、本案の準拠法が外国法になりそうであればできるだけ管轄は否定、日本法であれば管轄は肯
定というのが、わが国の国際裁判管轄に関する判例ルールの真の原則であるという解釈が考えら
れる。わが国の裁判官が自信をもって質の高い判決が書けるか否かは、準拠法が日本法か外国法
かによって左右される部分が大きく、その結果、日本法が準拠法であれば管轄を認めて本案判断
に踏み込み、外国法が準拠法であれば管轄を認めず本案判断を回避するというインセンティブが
個々の裁判官に生じるのは否定できない」ことや「裁判所は自分自身の利益を最大化するためだ
けではなくて、外国法を調査して適用するための国全体としてのコストがわが国にとって高くつ
き、外国法を調査・適用することから得られる便益を大幅に上回る場合には、かかるコストを避
けるためにわが国の管轄を否定しているのかもしれない。その場合、管轄を否定する裁判所の利
益は国家利益に合致する。」ことを指摘する。 
本判決の結論が、まさに右論文において示された「準拠法が外国法になりそうであればできる
だけ管轄は否定」するという仮説と合致していることは、極めて興味深いといえよう。尐なくと
も、本判決は、河野他論文の分析結果とも一致し、外国法が準拠法であった場合にわが国の裁判
所が国際裁判管轄を否定するというわが国の裁判実務の傾向に沿ったものであるということがい
えると思われる。 
 
 
（平成 22年 10月 25日受付、平成 22年 12月 14日再受付） 
 
 
